
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１０１０１

基盤研究(B)（一般）

2015～2013

公共財としてのワクチン接種におけるpeer effectsの理論的・実証的研究

An Analysis of Peer Effects on Vaccination Behavior Using a Model of Privaltely 
Provided Public Goods

２０１６８３０５研究者番号：

板谷　淳一（ITAYA, JUNICHI）

北海道大学・公共政策学連携研究部・教授

研究期間：

２５２８５０８９

平成 年 月 日現在２８   ６   ９

円    12,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、予防ワクチンの接種は公共財的な性質を備えている事実から、接種行動を公共
財の自発的供給の一種と考えて、ワクチン接種接種に対するpeer effects（同僚間相互効果）についての理論的・実証
的分析を行った。最初に、ある市（匿名）のワクチン接種記録の個票データの利用して、集落内の隣人の接種率が個人
の接種率にプラスの効果を与えるという実証結果を得た。さらに、調査会社を通じて予防接種状況に関するインターネ
ット調査(全国調査,1000人分のデータを得た)を実施して、同居者の接種行動が他の家族メンバーの予防接種行動にpee
r effectsを与えることも実証的に確認された。

研究成果の概要（英文）：This study is to empirically and theoretically investigate how peer effects play 
in vaccination decisions of individuals using a model of privately provided public goods. Using the data 
set regarding the vaccination behavior of neighbors residing in the same block of Itoman city in Okinawa 
prefecture has peer effects on individual vaccination decisions. The second empirical result reveals that 
an inmate of the same house has peer effects on the vaccination decisions of cohabiters using the data 
set from online national survey.

研究分野： 公共経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、新型インフルエンザの世界的流行

やバイオテロの危機により、世界的な感染

症対策が課題となっている。感染症に対す

る有効な対策の一つは予防ワクチンを接種

することであるが、本研究では、世界的な

感染爆発を防ぐ予防ワクチンの接種行動に

ついて、公共経済学的見地から分析を行う。

ここで、予防ワクチンの接種は予防ワクチ

ンを接種すると他人の感染率を下げる便益

がある。しかし、他の人が受けた予防接種

の便益（感染率を引き下げる）から予防接

種をしない人を排除することはできず、ま

た便益は接種者の消費により減少しないた

め、予防ワクチンの接種は非競合性、非排

除性を有する。そのため、予防ワクチンの

接種は公共財的な性質を備えており、また

接種自体は個々人の意思決定に委ねられて

いるので、接種行動は公共財の自発的供給

の一種と考えることができる。 

公共財の自発的供給の一種と考えること

ができるワクチン接種行動であるが、予防

接種の費用、つまり予防接種の価格が接種

行動に影響を与えることが先行研究によっ

て確認されている。しかしながら、例えば

麻疹（はしか）・風疹（三日はしか）に対す

るワクチン費用は殆どの市区町村が全額公

費負担（つまり、接種費用はかからない）

するにもかかわらず、接種率の地域差、集

団毎の差が見られ、予防接種の意思決定に

おいて接種費用という価格の差以外の要因

が影響していることが予想される。本研究

では、この価格差以外の要因として特に教

育の分野などで注目されてきた peer 

effects（同僚間相互効果）に着目して分析

を行う。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、予防ワクチンの接種行動に

ついて、公共経済学的見地から分析し、そ

の対策の有用性について検討することを目

的としている。本研究ではワクチン接種に

対する価格差以外の要因として、外部性や

フリーライドだけでなく、peer effects（同

僚間相互効果）に着目し理論的・実証的に

分析を行う。 

 次に、本研究に関連する研究動向につい

て触れる。まず、ワクチン接種行動と価格

についての研究に関しては、国内外でも行

われているが、おおむね価格は接種行動に

負の効果があることが示されている。ワク

チン接種行動と外部性、フリーライド問題

については Ibuka et al. (2010)においてワ

クチン接種行動にフリーライドが見られる

ということが示されているが、先ほど触れ

たように、実証分析の蓄積はまだ進んでい

ない。一方、peer effects に関する研究は

教育の分野で多くみられる。例えば、

Zimmerman(2003) や Angrist and 

Lang(2004)では優秀な学生、または学力の

劣る学生がクラスの成績に与える影響につ

いて分析している。前者では peer effects

が確認される一方で後者では明確な peer 

effects は確認されないとしている。 

他方、ワクチン接種行動を説明する理論

として、公共財を自発的供給理論が最も有

力と考えられる。公共財の自発的供給理論

では、人々がチャリティなどへの自発的に

寄付を行う動機として、利他的選好が仮定

されているが、利他的選好を組み込んだモ

デルでは実証結果を十分に説明できなこと

が知られている。そこで、寄付行動から得

られる個人的便益（名声や尊敬など）、所得

不平等への嫌悪感や寄付を義務と考える社

会的規範などの様々な動機を考慮して研究

が行われている。本研究で考察する peer 

effects は公共財の自発的供給理論ではあ

まり注目されていないが、明らかに公共財

の自発的供給､すなわち、ワクチンの自発的

接種行動を説明する上で重大な要因である



と考えられる。 

 
３．研究の方法 
実証研究のベースとなる理論モデルとし

て公共財の自発的供給モデルの２つの拡張

モデルを想定する。1 番目の結合生産型自

発的供給モデルは、各人の自発的貢献の総

量である公共財の総供給量を増加は、公共

財として便益を生むだけでなく、結合生産

物としてある種の社会規範の形成や社会規

範に関する情報を提供する結果、peer 

effects が生まれるというモデルである。2

番目のモデルとして、推測変動型自発的供

給モデルを考える。このモデルでは、他人

の積極的な自発的供給行動（本研究では予

防接種を積極的に受診するという行動）が、

他人の供給行動に関する各人の予想に対し

て正の推測変動を誘発する結果として、

peer effects を生じさせるというモデルで

ある。モデルの構造上の違いを言えば、最

初の拡張モデルでは、予防接種を受ける個

人の効用関数に、公共財の供給水準に加え

て、上で述べた結合生産物が直接、効用関

数にはいることになる。他方、2 番目の拡

張モデルでは、他人の供給反応の予想形成

（推測変動）が、他人の供給量に依存する

ことになる。しかしながら、両モデルとも

同一の誘導形を持つと考えられるため、ど

ちらのモデルが正しいかを計量経済学的に

識別することは困難であると思われる。い

ずれにしても、peer effects の存在を実証

的に確認するための理論モデルとして、わ

れわれは上で述べた公共財の自発的供給モ

デルの２つの拡張モデルを採用して、実証

分析で検証されるべきいくつかの理論的命

題を導出する。 

実証分析では、二つの固有のデータに基

づき分析を行った。第一に、X 市（匿名）

のワクチン接種記録の個票データの利用の

準備を進めた。X 市のデータでは住所の情

報を利用し、まず居住地の集落内の接種率

を本人を除いた値として作成し（隣人の接

種率）、隣人の接種率が本人の接種率に影響

があるかを分析し peer effects の有無の検

討を行った。X 市のデータは 3 年間のパネ

ルデータとなっており、この X 市のデータ

を用いた分析では、プールドデータでの分

析に加えパネルデータでの分析も行った。

また、具体的な推定方法は、被説明変数が

本人の接種の有無という質的データである

ため、プロビット分析を基本に行った。た

だし、プロビット分析においては、パネル

分析で多く行われる固定効果モデルの推定

は incidental parameter problem と呼ばれる

問題により一般的には一致推定とならな

い。そこで、本研究では、固定効果モデ

ルの場合には linear probability model を用

いることにした。なお、上記の分析では

集落の接種率を peer と定義して実際の実

証分析を行っている。X 市のデータを用

いた分析では、その他にも同居者の接種

率を peer と定義した分析も行った。 

peer effects を推定する際には、本人が

周囲から受ける影響と、本人が周囲（隣人）

に与える影響の識別に注意しなければいけ

ない。この内生性への対処として、まず一

期前の集落の接種率や同居者の接種率を用

いて分析を行った。さらに、離婚や死別を

同居者の接種率の変化の外生的なショック

と見なした分析も行った。 

この X 市の個票データは、実際の行動を

記録しており、X 市のワクチン接種を全数

で記録しているという点で精度が高いが、

実際の接種記録は定期接種である 60-64 歳

の定められた者と 65 歳以上の個人に限ら

れており分析対象者の年齢に制限がある点、

また業務管理データの特徴として個人の社

会経済的属性を表す変数がデータに含まれ

ていない点、などの分析上の限界がある。

そのため、第二のデータソースとしてその



X 市の個票データの分析を補う目的で、全

国調査をアンケート調査として実施した。

アンケート調査に関しては、2014 年 9 月

に調査会社を通じて予防接種状況に関する

インターネット調査を実施し 1000 人から

の回答を得た。実施したアンケート調査で

は、peer effects の識別で問題となる内生

性の問題を解決するために、65 歳でおこる

インフルエンザワクチン費用に関する制度

的な非連続を利用して peer effects がワク

チン接種を因果の影響が分析できるように

調査を設計した。 
 
 
４．研究成果 

実証分析の結果を以下に簡単にまとめて

みる。まず、X 市のデータを用いた分析の

結果では、集落の接種率は本人の接種率に

正に影響を与えることが示されて。この結

果は一期前の集落の接種率を用いても同様

な結果が示される。またプロビット分析で

も固定効果を用いた linear probability 

model でもいずれの推定方法でも同様な

結果が示さる。その他の変数に関しては、

本人の接種率は年齢とともに上昇するが、

接種率の上昇率は年齢とともに低下する。

また性別に関しては女性が男性より接種率

が高いという結果になっている。次に peer

の定義を同居者に変え分析を行った。分析

の結果は、多くの推定モデルにおいて同居

者の接種率は本人の接種率に正に影響を与

えることが示された。しかし、一期前の同

居者の接種率を peer の変数に用いた分析

においては、固定効果モデルにおいては正

の peer effects が確認される結果とはなっ

ていない。次に、離婚や死別を同居者の接

種率の変化の外生的なショックと見なした

分析を行った。分析の結果は離婚や死別に

よる同居者の接種率の低下は本人の接種率

を低下させることが確認された。これらの

結果はワクチン接種に関して正の peer 

effects が示唆されると解釈することも可

能である。 

 次に、全国を対象としたインターネット

によるアンケート調査に基づくデータによ

り以下の分析を行った。ここでのピアの効

果は、最も身近であると考えらえる「同居

者（家族を含む）」である。以下が現時点で

得られている結果の要約である。第一に、

65 歳以上の同居者がいる個人はそうでは

ない個人に比べて、予防接種を行う可能性

が高まることが示された。インフルエンザ

に罹患することのリスクは、年齢とともに

上昇するが、65 歳を境にリスクが階段上に

上昇することはなく、また 65 歳以上同居

者の存在により接種を促すような他の制度

的状況がないことを考えると、この上昇は

65 歳以上同居者の存在によるピア効果で

あると考えられる。定量的な値としては、

ピア効果は同居者の接種確率を 9.1%ポイ

ント高めることが示された。また、65 歳の

近傍、すなわち 63 歳から 66 歳に同居者の

対象年齢を絞った場合の分析においても、

同様の定性的結果が得られた。ただし、ピ

ア効果は「65 歳以上の個人が存在するかど

うか」ではなく「65 歳以上の個人が接種し

たかどうか」によって判断されるものであ

る。したがって、後者が本当におこってい

るかどうかを実証的に確認するために、第

２の分析として、65 歳以上の個人が存在す

るとそうではない家計における接種状況の

比較を行った。結果として、他の個人の属

性をコントロールした上で、65 歳同居者が

いる家計は、そうではない家計に比べて、

３つの異なる指標で計測した接種率が高い

ことが示された。最後に、プラシボテスト

を行い、結果の頑健性を確認した。 

以上、分析の結果から、同居者の年齢が

65 歳以上である事が接種確率を上昇させ

る peer effects を示唆する実証結果が得ら

れ、これは前述の２つの理論モデルからの



予想と一致する。 

 

すでに、これらの結果のうち、いくつか

の部分的な結果をもとめて、複数の論文を

すでに発表しているが、現在、これらのす

べての結果をまとめた論文を準備中であり、

最終的には学術誌への投稿する予定である。 
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